
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

平成 30年度

特定非営利活動法A Accept Internat iona I

1 事業の成果

(1)国際協力活動

平成 30年度は、ケニア共和国ナイロビ市内ソマリア人難民居住区イス リー地区、ソマ リアとケニア

の国境地域マンデラ、ソマリア首都モガディシュ、イン ドネシア中部スラカルタやその他紛争やテ

ロの影響を受けている国や地域を対象として、市民社会間での平和構築事業を展開した。

① ケニア事業部の取 り組み

> 首都ナイロビ・ ソマ リア人難民居住区イスリー地区における脱過激化・積極的社会復帰事業

「Movement with Gangs"rs」 において、新規 20名程度を受け入れ、累計受け入れ人数が 130

名を超えた。

> 同イスリー地区におけるソマ リア人ギャング組織 「Super Power」 幹部層 との対話を通 じて、

同組織構成員の受け入れを拡大 した。

> 過年度参加者を対象とした就労支援の拡充に向けた調査・調整業務を行った。

② ソマ リア事業部の取 り組み

> 国連人間居住計画 (UN‐ Habitat)と の了解覚書 (MOU:Memoranふ血 of Ш

“

rstandmg)の

もとに、「マンデラにおける若者の過激化防止プロジェク ト」の実施センターの設立・運営を実

施 した。

> ソマ リア政府 と新規で了解覚書 (MOU:Memorandum ofunderstandmg)を 締結 し、イスラム

過激派組織アル・シャバープからの投降兵の社会復帰を支援するDRRプ ロジェク トの開始準備

を行った。

> ソマ リアの内務省 と防衛省が管轄する「アル・シャバーブ投降兵に対するリハ ビリテーション

プログラム」に 外部ア ドバイザーとして関与し、遠隔での進捗や課題の共有、実施計画の見直

しを行った。

③ インドネシア事業部の取り組み

> インドネシア中部ジャワ・スラカルタにおいて現地 NGO・ LLKと の連携を実施した。

> 同 LKLKと の連携の基で、釈放された元テロリスト9名 に対して脱過激化ワークショップと社会

復帰フォローアップを実施した。

⑤ 海外事業局の取り組み

> ナイジェリアにおける現地渡航活動を実施し、同国北東部におけるイスラム過激派組織ボコ・

ハラムの脅威から逃れてきた国内避難民キャンプの子ども30名 にアー ト・セラピーを実施した。
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> 現地活動時の安全管理対策を強化 した。

(2)国内における活動

> 国内少年院での講演などの非行少年を対象とした取 り組みを開始 した。

> 栃木県西真岡市の西真岡子どもクリニックと連携 して不登校の児童生徒への遠隔での学習支援

を実施 した。年 3回 にわたり現地訪問・対面でのセ ッションも実施 した。

> 継続個人寄付者累計 180名 を超えるとともに、DRRプロジェク トヘの単発寄付では 235名 か

らの支援を受けた。

> 講演やメディア出演による啓蒙活動に積極的に取 り組み、講演 16回、新聞掲載 1回、テレビ

出演 3回、ラジオ出演 4回、記事掲載 11回を実施 した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【6,949】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受 益

対象者
人数

事業費
(千円)

紛争地域或い
は紛争の懸念
がある地域の
人々の支援活
動及び国際協
力活動

現地の治安悪化とされる
ソマ リア人ギャングを対
象とした脱過激化・積極的
社会復帰支援事業
Movement with
Gangsttrsの実施

通年

国内 (遠

隔)及び

ケニア・

ナイロビ

10名

ナイロビ

難民居

住区在住

のソマリ

ア人ギャ

ング

約 130名 1,603

紛争地域或い
は紛争の懸念
がある地域の
人々の支援活
動及び国際協
力活動

イスラム系過激化組 |

ル・シャバーブの影響
あるマンデ ラにおけ
者の過激化予防事業
施

織ア
下で
る若
の実

通年 -?>-77 3名

ケニアと

ソマ リ

ア国境マ

ンデラ

在住の若

者

約 1,000
名

1,506

紛争地域或い
は紛争の懸念
がある地域の
人 々の支援活
動及び国際協
力活動

ソマ リア政府 との協働事
業・脈Rプロジェク トの実
施準備

通年

Y-?t)

7.+fi'
'1' I ,/ 3-

3名

イスラム

過激派組

織アル・

シヤバー

ブからの

投降兵

約 250名
(予定)

2,200

紛争地域或い
は紛争 の懸念
があ る地域の
人 々の支援活
動及び国際協
力活動

イン ドネシア中部 ジャ
フ・スラカルタにおける釈
放された元テロリス トを
対象とする脱過激化・積極
的社会復帰支援事業

通 年

イ ン ドネ

シア・ ス

ラカル タ

5名

釈放 され

た元戦闘

員

9名 1,507



紛争地域或い
は紛争の懸念
がある地域の
人々の支援活
動及び国際協
力活動

ナイジェリアにおける
内避難民キャンプの子
もを対象 としたアー ト・
ラピー

国
ど
セ 9-11月

ナイジェ

リア・ア

ブジャ

5名

国内避難

民キャン

プの子 ど

も

約 30名 13

人権 の擁護 と
平和の推進 を
図 るための啓
発活動・ 情報
収集

各種イベン トの開催 通年 国内 10名 一般市民
約 1,200
名

120

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 0 】千円)

足欣 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)



書式第 13号 (法第28条関係)

"18年
度 活■計算書

元書類収受日 令和ノ椰序η日

詢醒覇糊瞬日令和2年嘲印
|

事業報告用

正会員受取会費

賛助会員受取会費 350,

2

受取寄附金 8,439,

受取助成金 2,618,

4

啓豪啓発 事業収益 1,08),

受取利忠

雑収入

綸科手当

法定福利費

通勤費

福利厚生費

１１
，

■

３
，

１５
，

“

１７

　

　

２

事業委籠費

議書金

印刷製本費

イベント経費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

地代家賃

諸会費

私税公課

支払手教科

支払利ふ

雑費

鶏
‐５２，
‐‐８，
鴫
帆
８３７，
鈍
３２，

５

１

１

　

２‐

綸科手当

法定福利費

352,まЮ

27,920

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信遷像費

消耗品費

広告宣伝費

議会費

租税公課

支払手数料

雑費

58,

121,557

“

,

9,671

18,

6.(Ю7,■71日
一 r▲ 1-r日 1

日
=躍

正王夏日

災害損失

4_270_371



ｎ
Ｈ
” 令和/年ζllη日

日令和2争οル9日書式第 15号 (法第 28条関係 )

2018年度 貸借対照表

事業報告用

I nternat i ona I

金  額 小計・ 合計

現金

普通預金

206,532

10,065,847

2

3

【A】 資 産 合 計 ①十② 10,272,37g

3-1】 債 の 部

1

2

n4El 螢 計

4,279,070

309

主 餞 ___三 堅互笙璽

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 10.272,379



書式第 17号 (法第28条関係)

2018年度 財産目録

伽 /椰胸日

日令和2ヤ硼綱 事 業 報 告 用

郷
晰

現金預金
手元現金
普通預金

10,272,【A】 資 産 合 計 ①+O

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

10,272.
【B-2】 工 味 財 産 合

'ヤ

【A】 ― 【B-1】

E



書式第 18号 (法第 28条関係)

事業報告用

平成30年度年間役員名簿 (前事■年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並び
にこれらの者についての前事彙年度における

"目
の有無を

“

0した名簿)

特 宇」L営利活 動 法 人 Acc I nternat i ona I

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏名
住所又は居所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)

(理う・監事
ナガイヨウスケ

永井陽右

2018年

2019年

4月  1日

3月 31日

2018年

2019年

4月  1日

3月 31日

e事〉監事
クロダサキ

黒田早紀

2018年

2019年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日

(理う・監事

シノハラユウジ

篠原雄之

2018年

2019年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日

輌書}監事

カメタカコウヘイ

亀鷹皓平

2018年

2019年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年

理事健姜ジ

クニヨシタイ リ

国吉大陸

2018年

2019年

4′1 1日

3月 31日

年   月 曰

日年 月

理事・監事

年   月 日

日年   月

年   月 日

日年   月

理事・監事

年   月   日

年   月  日

年  月  日

年  月  日

理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

理事・監事

年  月  日

年   月   日

年   月 日

日年   月

10 理事・監事
年 月 日 年 月 日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 Acceot Internatona I

氏   名 住 所 又 は 居 所

秋葉光恵

2 山田奈津子

3 越智花純

4 林偉―郎

5 演谷優

6 岡村朋哉

7 齋川英明

8 木俣愛子

9 杉本優香

10 本田菓摘

11




